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令和５・６年度　岩見沢市建設工事等競争入札参加資格申請書類一覧兼チェックシート
郵送申請の場合は当市へ書類が到着し収受した日を申請日としますので、申請は日程に余裕を持って行ってください。
１ 市町村統一様式に付属のファイルに綴じ込んで提出する書類　　　※ 書類はすべてＡ４版とし、番号順に綴じ込むこと。

	提出区分
	書類名（綴じ込み順）
	原本
	特記事項
	申請書類
チェック欄

	建設

工事
	設計

等
	
	
	
	

	①
	①
	建設工事等入札参加資格審査申請書

【様式１】
	要
	(1) 記載方法は、手引を参照のこと。

(2) あて先は、「岩見沢市長　松野　哲」とする。
	

	②
	②
	委任状【独自様式】

（記載内容が一致していれば、任意様式も可）※建設工事と物品の両方の資格申請を行う場合、各々提出すること。
	要
	(1) 入札・契約等の権限を支店等に委任する場合は提出が必要。

(2) 委任期間：令和5年4月1日（随時申請の場合は、別に定めた登録予定日）から令和7年3月31日まで

(3) 【様式９又は１０】の申請者・受任者欄の記載内容との一致を確認し、双方押印すること。押印する印鑑は申請者にあっては【様式９又は１０】の実印欄、受任者にあっては同様式の使用印鑑欄に押印した印鑑。
	

	
	③
	決算報告書
	写可
	直近１年度分の貸借対照表及び損益計算書（個人の場合もこれに準じて提出すること。）
	

	④
	④
	工事（事業）経歴書【様式３】
	写可
	(1) 記載方法は、手引を参照のこと。

(2) 直近２年度（設計等は１年度）決算分を提出する。
	

	⑤
	
	工事経歴書集計表【様式３の２】
	写可
	　記載方法は、手引を参照のこと。
	

	⑥
	⑥
	技術者名簿【様式４】
	写可
	(1) 手引に関わらず、資格登録する営業所に勤務する職員を記載すること。

(2) 実施要領第Ⅱ－１(1)イを参照して記載すること。
	

	⑦
	⑦
	身分証明書（個人事業主のみ）【様式５】※申請日前３か月以内に発行
	写可
	手引を参照のうえ、提出すること。
	

	⑧
	⑧
	登記事項証明書（法人のみ）【様式６】※申請日前３か月以内に発行
	写可
	(1) 手引を参照のうえ、提出すること。

(2) 格付を行う建設工事への登録を希望する市内業者は、履歴事項証明書を提出すること。
	

	⑨
	⑨
	印鑑証明書※申請日前３か月以内に発行
	写可
	拡大・縮小コピーは不可。
	

	⑩
	⑩
	許可・登録証明書【様式７】
	写
	手引を参照のうえ、提出すること。
	

	⑪
	
	建設業退職金共済組合等の加入・履行証明書【様式８】
	写
	手引を参照のうえ、提出すること。
	

	⑫
	⑫
	営業所一覧表
	写
	建設業許可申請書別紙二(1)又は(2)（任意様式でも可）
	

	⑬
	⑬
	納税証明書（未納のないことの証明）※申請日前３か月以内に発行
	写可
	(1) 国税（法人税又は所得税、消費税及び地方消費税）
　　★法人の場合～その３の３、個人事業主の場合～その３の２

(2) 岩見沢市税に滞納のないことの証明書（完納証明書）
	

	⑭
	⑭
	委任状（代理申請用・任意様式）
	原本
	(1) 行政書士が代理申請する場合に提出する。
(2) 作成の際は実施要領Ⅱ－1(2)イを参照のこと。
	


２ 綴じ込まずに提出する書類

	提出区分
	書類名（綴じ込み順）
	原本
	特記事項
	申請書類
チェック欄

	建設

工事
	設計

等
	
	
	
	

	⑮
	
	建設工事競争入札参加資格審査申請書付票（正・副）【様式９】
	要
	記載方法は、手引のほか、実施要領第Ⅱ－１(1)オを参照のこと。
	

	
	⑯
	設計等競争入札参加資格審査申請書

付票（正・副）【様式１０】
	要
	記載方法は、手引のほか、実施要領第Ⅱ－１(1)オを参照のこと。
	

	⑰
	
	経営事項審査結果通知書・総合評定値通知書【様式２】
	写
	雇用保険・健康保険・厚生年金保険加入の有無の欄に「無」

と記載されている場合、別紙３を必ず参照のこと。
	

	⑱
	
	専任技術者一覧表、又は専任技術者証明書
	写
	建設業許可申請様式別紙４、変更がある場合は第８号
	

	⑲
	⑲
	誓約書
	原本
	全ての申請者。押印する印鑑は実印。
	

	⑳
	⑳
	資本関係・人的関係に関する調書

（法人のみ）【独自様式】
	要
	記載方法は、実施要領第Ⅱ－１(1)カを参照のこと。
	

	㉑
	
	発注者別評価届出書【独自様式】
	要
	(1) 記載方法は、実施要領第Ⅱ－１(1)キを参照のこと。

(2) 確認資料等の添付を失念しないこと。
	

	㉒
	㉒
	営業所に係る調査票【独自様式】
	要
	(1) 準市内業者の認定を希望する者のみ提出する。

(2) 記載方法は、実施要領第Ⅱ－１(1)クを参照のこと。
	

	㉓
	㉓
	返信用封筒（受理確認（付票控）送付用、結果通知送付用）封筒の大きさ：長形3号又は4号。
封筒は2部必ず提出すること。
	封筒
	(1) 表面に返送先を記載し、84円切手を貼付すること。
(2) 受理確認（付票控）送付用、結果通知送付用として封筒は2部必ず提出すること。
(3) 代理申請の場合でも、申請者本人に返送する。
	

	㉔
	㉔
	担当者名刺等
	要
	提出書類に不備等がある際の問合せ先として、担当者の名刺等を提出すること。
	

	㉕
	㉕
	チェックシート（本紙）
	要
	申請書類を確認の上、本紙を提出して下さい。
	


注）官公庁発行の証明書類（⑦、⑧、⑨、⑬）については、すべて申請日前３か月以内に発行されたものであること。

